
食品産業動向調査（令和６年１月調査）

食品産業動向調査結果

１　食品産業の景況について

２  国産農林水産物の利用・調達について

３　今後の経営発展に向け取り組みたい課題について

４　リスク対策について

　　調査時点　令和６年１月

　　調査方法　調査票による郵送調査とインターネット調査を併用

　　調査対象企業

　　　　　　　公庫取引先を含む全国の食品関係企業（注）　６，３４８社

　　　　　　　有効回収数　 ２，１３７社　（回収率：３３．７％）

　　　　　　　　　　　　　<内訳>　　食品製造業　　１，３３２社

　　　　　　　　　　　　　　　　　　食品卸売業　　　　５５８社

　　　　　　　　　　　　　　　　　　食品小売業　　　　１７９社

　　　　　　　　　　　　　　　　　　飲食業 　　　　　　 ６８社

（注１）主な調査対象は国産の農林水産物を原材料として使用または商品として取り扱う食品関係企業

（注２）令和６年１月１日能登半島地震の被災県（富山県、石川県、福井県、新潟県）所在の企業は除外

※景況判断のため、アンケート結果からDI値を算出。
DI(Diffusion Index = 動向指数)とは、「増加する（良くなる）」と回答した企業の割合から
「減少する（悪くなる）」と回答した企業の割合を差し引いた数値。

　　　　　＜調査に関するお問い合わせ＞

　　　　　　日本政策金融公庫　農林水産事業本部　情報企画部 TEL 03-3270-5585

注：図表において、四捨五入の関係上、合計が一致しない場合があります。

令和６年３月

調査要領

詳しい調査結果を当公庫ホームページ（https://www.jfc.go.jp/)に
掲載しています。トップページから「刊行物・調査結果」→「農林水産事業」
→「食品産業動向調査」の順でご覧いただくか、右の２次元コードでもアク
セス可能です。（通信料はお客様のご負担となります）

この冊子に使われている紙は、日本の森林を育てるために
間伐材を積極的に使用しています。
















